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研究開発ス ピルオーバ ー と生産構造
一 日本製造業における産業間スピルオーバーの効果の計測
蟹 雅 代
レフェ リー付 き論文
初稿受付 日2005年8月1日 採択決定 日2006年7月19日
研究開発活動で蓄積 された技術知識 は,当 該主体の生産活動だけでな く,他者に
も影響 を及ぼす。すなわち,研 究開発スピルオーバーによる効果が存在す る。本稿
では,研 究開発スピルオーバ ーによる生産構造の変化 を分析するため,費 用関数を
推定 し,投入要素需要や可変費用への短期 ・長期効果 を分析 している。 日本 におい
て1980年か ら2000年の13製造業の集計データで推計すると,産 業間ス ピルオーバー
による生産構 造への効果 として,① 研究開発ス トック拡大効果,② 労働投入削減効
果 と中間投入増加効果 と③可変費用削減 ・増加効果が認め られ る。
キーワー ド 研究開発,産 業間ス ピルオーバー,対 称性一般化マクファーデン
型(SGM)費 用関数,一 般化積率法(GMM)
1は じ め に
科学技術創造立国の実現 を目指す日本 は,巨額の研究費を投入 し,技術進歩を図っている。
実際に 「平成17年度科学技術 白書」によると,平成15年度研究費16.8兆円は米国に次いで世
界第2位 であ り,対GDP比では3.35%と世界最高水準である。それでは,研究開発 は日本経
斉にどのような成果 をもたらしているのだろうか。
研究開発の効果 を分析す る手法 として,TFP上昇率を研究開発投資の成長率で回帰 し,投
資の収益率を推計する方法がある。 しか し,研究開発投資は設備投資 と異な り,私的便益の
みでな く社会便益を持つ。従って,研 究開発の成果が波及するという外部効果 も熟慮 される
べきであ り,Griliches(1979)をはじめ多 くの研究が積み重ねられている。
研究開発の外部効果すなわち研究開発スピルオーバーの効果には2種 類の効果がある。後
藤(1993)の分類によると,第1に,研 究開発の成果が品質向上 という形で財に体化され,
1)
溝入側が恩恵を受ける 「財に体化 されたス ピルオーバーの効果」がある。研究開発ス ピルオ
ーバーの実証分析では,ス ピルオーバー変数 として他者の研究開発ス トックの加重和が用い
られるが,「財に体化 されたス ピルオーバーの効果」を扱 う時には,技術 フローマ トリックス
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2)
からウェイ トを得る。技術フローマ トリックスは産業連関表から財の取引関係に基づいて作
成 される。第2に,研 究開発の成果である技術知識は,経 済全体の知的資産 として公共財的
性質を持つため,業 界紙や技術者の移動等で伝播 し,他者が対価を支払わずに利用する可能
性がある。「技術知識のスピルオーバーの効果」である。この効果を検証する場合には,技術
距離マ トリックスからウェイ トを得る。研究費や特許のデータか ら技術ポジションを記述 し,
技術距離を測 る。Jaffe(1986)によって提唱 されたこの方法は,技術距離の近い産業間では
技術分野が類似 しているので,技 術知識を吸収 し易いという想定に基づいている。
これ ら2種類の効果について,後 藤(1993)では,エ レク トロニクス関連産業の技術進歩
が他産業の生産性 に与える影響 を実証分析 している。さらに中村(2003)では,製 造業全般
の技術進歩に議論を拡張 している。モデルは,前 述のTFP上昇率 と研究開発投資の成長率
に,2種 類のスピルオーバー変数を加えた式である。同様に生産関数のフレームワークだが,
スピルオーバー変数を含む コプ;ダ グラス型生産関数を推計する方法 もある。絹川(1999)
や冨田(2005)はこの方法で 「技術知識のスピルオーバーの効果」を検証 している。
しか し,これら生産関数のフレームワークでは,ど のような生産構造の変更で生産性が向
上するか議論できない。そこで,費 用関数を推定 し,ス ピルオーバーと要素需要や費用の弾
力性 を求めれば,ス ピルオーバーが拡大 した時の影響の経路を辿ることができる。
では,具体的にどの ような生産構造の変化が期待 されるだろうか。技術力の指標である研
究開発ス トックが,ス ピルオーバーによってどの ような影響を受けるかは興味深い。代表的
な2つ の主張 を挙げる。1つ 目として,Spence(1984)は他者の技術知識にフリーライ ドす
るため,研 究開発へのインセンティブは低下することを示 している。すなわち,重 複する研
究開発は削減可能であ り,研究開発活動は縮小す る。逆にもう1っの主張として,Nelson
(1982)は他者の技術知識 を取 り入れるため,研 究開発を行 うというプラスのインセンティ
ブを挙げている。すなわち,追 加的な研究設備や人員の増強がこれにあたり,技術模倣のた
めの追加投資である。 どちらの主張が支持されるかは経済環境や主体の特性に依存 し,実証
的判断が求められる。例 えば,BernsteinandYan(1995)は,カナダと日本で1962年か ら1988
年の10製造業のデータを使用 し,産業間ス ピルオーバーの効果を推計 した結果,カ ナダの4
産業で削減効果,カ ナダの6産 業 と日本の全産業で拡大効果 を示 している。
本稿 では,費用関数のフレームワークで,2つ の研究開発スピルオーバーの うち,「技術知
識のス ピルオーバーの効果」が 日本製造業の生産構造にいかなる影響を与 えるか実証分析す
る。使用するデータは1980年か ら2000年の 日本の13製造業集計データである。従 って,本稿
で扱う研究開発スピルオーバーは産業間スピルオーバーである。各産業は他産業の研究開発
の成果を受け,要 素需要 をどの ように変更 し,結果 として費用はどの ように変化するか検証
する。日本で費用関数のフレームワークを採用 した研究に,OdagiriandKinukawa(1997)
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がある。ハイテク4産 業について,産 業毎に トランスログ型費用関数を推定 し,ス ピルオー
バーの費用削減効果を示 している。技術フローマ トリックスや技術距離マ トリックスに基づ
いて,ス ピルオーバーの効果の送 り手を特定 し,その産業の研究開発ス トックをス ピルオー
バー変数としている。本稿では,全 製造業から技術知識を吸収する可能性があると考え,ス
ピルオーバー変数には他産業の研究開発ス トックの加重和を用いる。企業活動が多角化す る
現代 では,研 究分野 も多岐に亘 る。従 って,程 度の差はあるとしても,広範からの技術知識
3)
の吸収が期待されるためである。
構成は次の通 りである。続 く2節では,費 用関数を特定化 し,理論モデルから推定式を導
出す る。3節 では,使用データ と作成方法 を説明する。4節 では,モ デルを推定 し,短期 ・
長期の弾力性か らスピルオーバーの生産構造への効果 を検証する。そ して5節 で結語に至る。
2生 産者行動のモデル
本稿 では,生 産要素 を可変投 入 と準 固定 投入 に分 け,可 変投入のみ が調 整 され る短 期 と,
全投 入要素 が調 整 され る長期 を想定す る。 準固定投 入には物 的資本ス トックや研究 開発ス ト
4)
ックが対応 し,調 整 には費用 がかか る。
費用関数 の特 定化で は,関 数 形の妥 当性 の研究が積 み重ね られ て きた。 本稿で は次 の理 由
か ら,DiewertandWales(1987)の対 称性一般化 マク ファーデ ン型(SymmetricGeneralized
McFadden:SGM)費用関数 を採用 す る。
まず,通 常2次 形式費用 関数 で は,価 格 に関す る1次 同次性 か ら基準化 が必要で あ り,選
択 され た基準価格 によって,推 計 され る弾力性の値 が異な る。しか し,SGM費 用関数 は対 称
性 を持 つ よ うに拡 張 され てい るため,価 格 の基 準化 を要 しない。 また,価 格 に関す る凹性 に
つ いて,費 用 関数の推 定結果が これ を満 た さな い場合 は,関 数 の伸縮 性 を損 な うこ とな く制
5)
約 を課す方法 がDiewertandWales(1987)で提案 されてい る。
以 下の可変 費用 関数G(W,X,Y,S)はPieraniandRizzi(2003)から得 てい る(時 間 を
表 す添 え字'は 省 略す る)。
0(.)=9(W)y+ΣbiiWiy+ΣうiWi+ΣbasWβy
ご ユ ご
+bsΣαiW,S+うyγΣβiVViy2+bssΣγ`w,S2y
ご ゴ ご
+ΣΣd, ワ々7fX々+Σd々yΣλihyWiX々y+Σd,∫Σλ,々sWごX々S
々i々if々
… 騨 ・ih・vv・X昏
w・AW写多α・叩 〃
9(W)=2θW=2Σ θ〃
f
i
(1)
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Wは 可 変投 入価格 ベ ク トル,Xは 準固定投 入ベ ク トル,Yは 生産量,Sは ス ピル オーバー を
表 す。添 え字 ゴ,乃は可変投入の労働投 入 σ,乃=ゐ)と 中間投 入 σ,乃=〃)を,添 え字 々,
ノは準固定投入 の物 的資本ス トック 〈k,ノ=K)と研 究開発ス トック(k,ブ=R)を 表す。ス ピ
ル オーバ ー との交差項 は各生 産者で その吸収 力 に違 いが あ るこ とを示 す。
推 定では次の制約 を置 く。bs=byy=bss=dky=dles二砺=1と,eiに は各可変投入量の平
均 を用い る。そ して,パ ラメー タ識別 のため,あ る可変投 入価格W*に つ いてA'W*=Oと い
う制 約が必要で あるので,W*を 全 ての要素が1の ベ ク トル とし,Σaih=0を課す。従 って,
ね
このモデルはW*の 近傍に制限される。
可変費用関数(1)の性質について,ま ず可変投入価格に関 して1次 同次性 を持つ。 また,
凹性はAが 半負値定符号行列,す なわちaLMが非負であればよい。さらに,準固定投入に関
して,ヘ ッセ行列が半正値定符号であれば凸性 を満 たす。4.1節で,推計パラメータから凹性
と凸性を確認す る。
次に,準固定投入は瞬時には調整されないことから,調整費用をモデルに組み込む。調整
費用は投資規模が大 きくなれば高 くなると考えられるので凸関数をあてる。また,q理論では
しば しば1次 同次関数が仮定 されることを踏まえて,本 稿では小川 ・北坂(1998)より以下
のような1次 同次凸関数の調整費用関数Ck(lkt,Xnt)を用いる。
・・(・…Xkt)一[φ・・(鵡)… φ・1(島)2]Xkt
そ して,資 本 ス トック蓄積 式 を次の ように表 す。
X々t=1々t十(1一δk)Xkt-1
δk,4はそれ ぞれ準 固定投入leの減耗 率 と総投資 を表 す。
以上 の設 定の下,生 産者 は'期 に利用 可能 な情報下 で期 待費用 を最 小化す る。
贈 鋤1帰 傾 隈 餌)・?…X…P・…(…,X・・)]
(2)
(3)
(4)
E,はt期に利用可能な情報に基づ く条件付期待,rは割引率を表す。ただし,(1+rt)-1=1と
する。調整費用は失われた生産物の価値で測定 し,生産物価格 を乗 じる。
最適化問題(4)の1階条件は次のように表 される(添 え字tは省略す る)。
θW2(e'W)2
+biiY+bi+bisSY+bsαiS+bγyβiy2+bssγiS2y+Z]dikXk(5)
た
・?・・yZ・・yX・Y・;…λ1・・x・s… 苓多・幽 摯
Viは可変投入を表す。式(5)はシェファー ドの補題から求め られる可変投入量(労働投入 と
v、・y[Ame/llttW
θiW'AW]
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中間投入)の 式である。
苓¢、隅 ・亭・ikyW・,Yt・… 写・iksWit・t+…苧亭・鳶
(6)
・P・,+PYt[φ・・+・・φ・1(ノご々x
々t)(・一鵡)]一局1鴇1・ …[φ・・+¢.・1(鵡)]一・
式(6)は,物的資本ス トックと研究開発ス トックに関す る2本のオイラー方程式を示す。
3デ ー タ 概 要
日本 の13製造業 の1970年か ら2001年のデ ータ をも とに,身 析 に用い るデ ータセ ッ トを作成
す£ まず,産業2桁頒 の集計デ_タを公表 している総瀦 統計局r科学技術研究調査報
告』(以下,『科技調』)から研究開発関連データを得 る。
研究開発関連の変数は後藤(1993)を参考に以下のように作成する。研究開発ス トックに
ついて,研 究開発費の投下で技術知識が蓄積 される一方で,古 い知識 は陳腐化するので,実
質研究開発費に恒久棚卸法 を適用す る。名目研究開発費には社内使用研究費 と社外支出研究
費の合計額 を用いる。実質化 に用いる研究開発投資価格は,後 藤(1993)を参考に各産業で
作成する。ベンチマークには,産 業別の実質研究開発費平均上昇率と陳腐化率の和で除 した
1971年の実質研究開発費を用いる。陳腐化率には,特 許収入期間を技術の平均寿命 と捉え,
の
『昭和60年版科学技術白書』か ら産業別特許収入期間の逆数 を使用する。
　ラ
スピルオーパーは他産業の研究開発ス トック加重和で測る。本稿では 「技術知識のスピル
オーバー」を対象 とするので,技術距離 をウェイ トとする。Jaffe(1986)に従い,次式で1975
年から2000年の5年 毎に産業iと産業ブの技術距離7D(i,」)を測 り,平均値を用いる。
fif}(7)
刀)(t,フ)=【卿 ⑳ 】α`
f,=伝1・ザ函)は 産業iがN製 品分野に支出 した研究費の内訳 を表 している。データは 『科
学技術研究調査報告』の産業,製 品分野別社 内費用研究費か ら得ている。研究費内訳が似た
産業同士では研究分野 も類似 し,技術距離は近接する。
研究開発関連以外の変数については,経済産業省 『工業統計企業編』から産業別データを
得ぎ1具体的には,まず,生産量は製造品出磯 のみ報告 されているため,r工業統計産業編』
の製造品出荷額 と生産額か ら生産率を求め,製 造品出荷額を生産量に調整する。これを生産
物価格で実質化する。生産物価格 は,日本銀行 『物価指数月報』から製造業部門別産出物価
指数を用いる。次に,労働投入は現金給与総額を労働投入価格で実質化する。労働投入価格
は厚生労働省 『毎月勤労統計調査総合報告書』 より製造業部門別の賃金指数を用いる。そし
て,中 間投入は原材料使用額が事業所べ一スで報告 されているため,企業べ一スに調整 し,
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中間投入価格で実質化する。中間投入価格 は日本銀行 『物価指数月報』か ら製造業部門別投
入物価指数 を用いる。 また,物的資本ス トックは 『工業統計企業編』の有形固定資産の投資
総額を用いて,恒 久棚卸法で作成する。ベンチマークは1970年の有形固定資産の年初現在高
を平均経過年数6年 前の物的投資価格で実質化する。物的投資価格は本間他(1984)を参考
に各産業で作成する。滅耗率は小川 ・北坂(1998)から産業別物理的減耗率を使用する。
研究開発ス トックと物的資本ス トックの レンタル価格は,元橋(2002)を参考にする。法
人税率 を考慮 したレンタル価格 ρ々 は次の ように求まる。
・結 ≡警[rtl)襲,_1+δた1)傷f_1-(ρ襲`一～卜1)1(8)
'
爆 は投資財価格,δfeは減耗率を表す。rは利付 き国債利回 り(10年もの),uは法人税率(留
保分)を用いる。Zkt=Utδk(1+rt)/(rt+δk)は当期の投資1単 位に対 して,当期以降減価償却
で節約で きる法人税額の割引現在価値 を表す。但 し,70年代の物価変動により,レ ンタル価
格がマイナスとなる年があるので,キ ャピタルゲインを除いた値を用いる。
以上のように作成 されたデータは,そ の出所により標本企業数が異なるため,1企 業当た
10)
りに変換す る。その後 に,研究費内の人件費,原 材料費,有 形固定資産購入額を現金給与総
額,原 材料使用額,投 資総額からそれぞれ差 し引 くことで,研 究開発部門と製造業部門の二
重勘定を考慮する。
4モ デルの推定 と生産構造の検証
4.1モ デル の推定
2節 か ら2本 の可変投 入式(5)と2本 のオ イラー方程 式(6)に可 変費用関数(1)を加 えた
11)
5本 の推 定式 を,1980年か ら2000年の13製造業 をプ ール したデ ータで同時推定 す る。可変費
用関数(1)と可変投 入式(5)は両辺 を生 産量 で除す る。 また,13製造業 をプ ール しているた
め,産 業 固有の効果 を無視 で きない。 この効果 は説明変数 と相 関す る可能性 があ り,除 去 す
るこ とが望 ま しい。 幸い,推 定式 はパ ラメー タに関 して線形 であ り,階 差 をとるこ とでモデ
12)
ル の構 造が変化 す るこ とは ない。 さらに,定 常性確 保 に も役立 つので1次 の階差 を とる。
推 定 方法 につ い て,1企 業 平均 の デー タで は,誤 差項 の分散 が各産 業 の企業数 に逆比例
し,不 均 一分散 が 生 じる。そ こで,誤 差項 の条 件付 不均 一分 散 を認め,一 般化積 率推 定法
(GeneralizedMethodofMoment;GMM)を用 い る。 また,誤 差項 の系 列相 関 も疑 われ る
の で,直 交条件 の共分散行列 に1次 の 自己共分散 行列 を含 め,Newey-West推定値 を用 いる。
操作 変数 に関 して,PindyckandRotemberg(1983>はオ イラー方程式 の含 意か ら,操 作
変 数 にラグ変数 を用い るこ とを提 案 してい る。何故 な ら,オ イラー方程 式 は,準 固定投入が
追 加的 に増 加 した時,棚 の情報集 合下 の期 待費用増分 がゼ ロで あるこ とを表す。す なわち,
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期待によるエラーと'期で利用可能な情報であるラグ変数 との相関が最小になるような推定
が妥当である。本稿では1次 の階差 をとり,また1次 の自己共分散行列を含めているので,
ラグは2期 以降 となる。具体的には,可 変投入価格,生 産物価格,準 固定投入の レンタル価
格,投 資財価格,ス ピルオーバーと利子率は外生 と考 え,2か ら4期のラグをとる。可変投
入,準 固定投入,生 産量 と社外費用研究費は同時性を考慮 し,3,4期 のラグをとる。以上
のラグ変数 と定数項 を操作変数 として用いる。
表1は モデルの推定結果を示す。パラメータは概ね有意な結果を得ている。またJ統計量
による過剰識別検定は,P値 が0.990で棄却 されず,過剰識別条件は成立すると判断できる。
→,`一 一^.ALユ'塗 一{■ 一 t,国
パ ラ メ ー タ パ ラメータ パ ラメータ
α〃}f
645。689桝
(6.250)
γ〃
一〇
,1×10-8零毒傘
(-4.407)
λ〃π5
0.6×10'5寧林
(4.193)
ゐ砿
一〇.001寮躰
(-2.882)
4ムκ
0.223辮
(7.733)
η乙κκ
一〇.127榊
(-5.360)
6〃〃
一〇.001榊
(-3.135)
4LR 0.065紳
(2.216)
η〃κκ
0.185辮
(11.317)
う乙
1500.570榊
(6.020)
4〃κ
一〇.226桝
(-13.106)
ηムκ尺
一〇.044串
(-1.880)
∂M
7927.140辮
(14.345)
4〃尺
一〇.215零牌
(-12.687)
η〃κ忍
0.074象牌
(-4.069)
うβ
一〇.2×10-4榊
(-8.367)
λムκγ
一〇.1×10-5***
(-7。070)
η乙齪
一〇。026
(-0.801)
う酎s
0,6×10-4榊
(16.674)
λ〃κγ
0.1×10"5榊
(13.023)
勿〃朋
0.066榊
(2,358)
αL
一〇.060桝
(-3.128)
λ乙尺γ
一〇,2×10幽5寧艸
(-9.661)
φκo
一〇.251寧率率
(-19.676)
α〃
一〇.293榊
(-5.289)
λ〃πγ
0.1×10曹5榊
(13.340)
φκ1
0.112寧噛亭
(6.265)
β乙
0.2×10-6*
(1.808)
λムκ3
一〇.1x10-5
(-1.013)
φ刃o
一〇.228辮
(-15,610)
β〃
一〇.1×10-6緋
(-2.255)
λ〃κ3
一〇.7×10-6
(-0.582)
φR1
一〇.090率林
(-5,339)
γ乙
0.6x10-9榊
(5.954)
λ乙RS
一〇.4×10-5綿J
(-2.444)
統計量
125,865
(0.990)
ヒリ　のロフ ノ ムノ ロロ れ ノ コニ レ ロ ヨ ロリしロ じぬ 　ヒ ノ 　 ロ も ロゆ じ ロ も けノ ロツ り 　 り ロる 　し のし し ロし ユリ リ リ ムリ ノリ ノ　つ　ロ　 も
有意で あるこ とを示す。
2)13製造業 をプ ール し,1980年か ら2000年のデータでGMM推 定す る(サ ンプル数:273)。
2節の議論から,aLfifが非負の時,可変投入価格に関する凹性条件が満たされる。パラメー
タは有意に正である。準固定投入に関して,ヘ ッセ行列 は半正値定符号であることが認め ら
13)
れる。従 らて,物 的資本 ・研究開発ス トックともに凸性を満た している。 さらに,Gx<0に
ついても各サ ンプルで検証すると,研究開発ス トックでは全サ ンプルで成立するものの,物
的資本ス トックでは半数以上のサンプルでプラスを示す。 この条件が満たされない場合,次
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節で説明する均衡値が存在 しないか実現値か ら大 きく乖離 した値を示すことがある。 しか し,
本稿で求めた均衡値は異常値 を示 していないことから,条件は満たされないものの許容 され
ると考える。調整費用関数について,凸 性の仮定か らgsKiとφR1が正であることが期待 され
る。物的資本ス トックに関しては φκ1が有意に正であり,凸性は満たされている。 しかし,
研究開発資本ス トックに関 してはφRlが負で有意であ り,凸性を満た していない。その理由
として,研 究開発費の大部分 を占めるのは人件費であることか ら,調整は比較的容易である
と考えられる。例えば,研 究員の生産部門への配置転換などである。そのため,投 資規模が
大 きくなると調整費用は上昇するという凸性の仮定は当てはまりにくいと推察され る。
4.2生産構造の検証
前節で推定 した費用関数を用い,短 期 ・長期におけるスピルオーバーの生産構造への影響
を検証する。.そこで,Morrison(1988)による短期 ・長期弾力性の導出法 を用いて,生産活
動 を構成す る各変数の産業別期間平均値(1981年から1999年)で評価 した弾力性を推計する。
本稿 では,ス ピルオーバーの3つ の効果 を検証す る。第1の 効果は,ス ピルオーバーの拡
大が準固定投入(物的資本ス トックKと 研究開発ス トックR)に 与える効果である。ここで
は,準固定投入を2本 のオイラー方程式(6)から決定す る均衡値X*で 評価する。オイラー方
程式(6)は将来の予想変数 を含む式だが,本 稿では確率的要素を捨象 し,将来の予想変数に
14)
実現値 を代 入 し求めている。各年で均衡値 を求め,産 業別平均値を得 る。さらに,∂X*/∂S
15)は陰関数定
理を応用すれば,オ イラー方程式か ら直接求めることができる。
以上の方法から求めたスピルオーバー と準固定投入の産業別弾力性を表2に 示 している。
16}
ス ピルオーバーの研究開発ス トックへの効果(2列 目)については,拡大効果が見 られる。
すなわち,外生的技術要因である産業間スピルオーバーと内生的技術要因である研究開発ス
表2 ス ピルオーバーと準固定投入の弾力性
〃～ ム尺
εκ.5εR串5
乙1?乙 尺
εκ寧sε πゆ5
ゐ尺 ムκε
κ喚5ε κ窮5
食 品1
0.0460,125
(1.390)(2.269)
0.0770,266窯 業6
(1.172)(2.235)
電気 機 械110,0560,258(1.069)(2.681)
繊 維2
0.0860,386
(1.322)(2.639)
0.0410,142鉄 鋼 業7
(1.341)(2.408)
輸送用機械120.0320,086
(1.328)(2.180)
ノぐ ル プ ・紙3
0.0160,040
(1.500)(2.141)
0.0950,294非 鉄 金 属8
(1.345)(2.298)
精 密 機 械130.0890,494
(1.041)(2.365)
化 学4 0.0330,182(0.966)(2.519)
0.0910,266金 属 製 品9
(1.393)(2.292)
石 油 ・石炭製品5 0.0340,334
(0.897)(3.493)
0.1150,290機 械10
(1.301)(2.094)
(備考) 1)値 は各変数の平均値(1981年か ら1999年)で評価 した弾力性であ る。
2)括弧内 は推定パ ラメー タの分散共分散 を考 慮 したt値 であ る。
3)添 え字LRは 長期 を示す。
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トックには補完関係がある。最 も効果が大 きい精密機械工業で も0.5以下 と比較的小規模であ
る理由として,1節 で触れたように,ス ピルオーバーの研究開発へのインセンティブにはマ
イナスとプラスが存在 し,相殺 していると考えられ る。本稿では産業2桁 分類で効果を検証
しているため,産 業毎の技術特性 に格差があ り,容易にフリー ライ ドで きないだろう。また,
仮 に弾力性が1を 超 える場合,他 産業の技術 を吸収するためにそれ以上の追加投資が必要 と
な り効率的ではない。
産業特性による効果の違いを考察するため,表3に2つ の特性 を挙げている。1つ 目の特
性,ス ピルオーバ 一ーの規模によると,産業を2つ のグループに大別できる。スピルオーバー
の規模が大 きい産業グループは,繊 維 ・窯業 ・非鉄金属 ・金属製品 ・機械 ・精密機械であ
17)
る。 これ らの産業の研究開発ス トックへのス ピルオーバー効果は比較的大 きい。本稿 では,
技術距離ウェイ トを用いて他産業の研究開発ス トックを加重和 している。すなわち,ス ピル
オーバーの規模が大 きい産業は,研究開発ス トックすなわち技術知識が豊富な産業 との技術
距離が近 く,多 くの技術知識 を取 り込む機会 に恵まれていると考えられる。
表R産 業特f牛の指樺
ス ピルオーバーの 研究開発 スピルオーバーの 研究開発
規模 集約度 規模 集約度
食 品1 0,314 0,014非 鉄 金 属8 0,597 0,031
繊 維2 2,040 0,026金 属 製 品9 1,046 0,020
パ ル プ ・紙3 0,101 0,010機 械10 0,861 0,038
化 学4 0,280 0,069電 気 機 械11 0,276 0,074
石油 ・石炭製品5 0,064 0,012輸 送 用 機 械12 0,055 0,047
窯 業6 1,347 0,055精 密 機 械13 1,086 0,122
鉄 鋼 業7 0,185 0,025
【漏苓♪Uス ヒル万一バーの規幌はスじル才一バーを笑質ξEl笙量で,耕冤開発集籾岐は名目耕究開発投貸を省日生
産量で除して求めている。値は1981年から1999年の平均値である。
2つ 目の産 業特 性,研 究 開発集 約度 につ いて見 る と,化 学 ・窯業 ・電気機械 ・精 密機械
で研究 開発 集約度 が高 く,こ の中で化学 を除 く産業 はス ピル オーバ ーの効果 を大 き く得て い
18)
る。研究 開発集約的産 業 はス ピル オーバ ーの影響 を受 け易 い傾向 にあ る。化学 は他産業 の技
術 知識 にフ リー ライ ドし易 いため,ス ピルオ ーバ ーが研究 開発 に もた らすマイナスの インセ
ンテ ィブが他 の産業 よ り大 き く,結 果 と して小 さなプ ラス にな ってい るのではな いだ ろ うか。
第2の 効果 は,ス ピル オーバーが可変投 入(労 働 投入Lと 中間投 入M)へ 与 える効果 であ
る。短期 ・長期 弾力性 は次 の式か ら求 め られ る。
環 ・誉 ・含1、.,(9--1)
・制 讐 ・激 ・當 胤 。即一・Vls・?・伽,・ε銭、(9-2)
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式(9-1)は短期弾力性を示 している。短期では準固定投入は固定されているので,スピルオー
バーの効果は可変投入への直接効果のみで評価 される。一方,式(9-2)で表 される長期弾力性
では,準 固定投入は調整され均衡値に達する。従 って,ス ピルオーバーの効果は可変投入へ
の直接効果(式(9-2)1項目)と準固定投入を介 した間接効果(式(9-2)2項目)で評価され
る。間接効果 を構成する可変投入 と準固定投入の弾力性 は可変投入量の式(5)から求め,結
果を表4に 示 しているn
表4 準固定投入と可変投入の弾力性
ムπ
εムκ.
ム尺
εκκ寧
ム尺
ε乙π串
ゐ尺
ε〃R車
ムπ
ε〃ぐ掌
乙尺
εκκ串
乙尺
ε〃 ～寧
乙π
ε〃π車
食 品1 0,758(8.249)
一〇,117
(-11.677)
一〇,041
(-1.097)
一〇
,042
(-12,460)
非鉄金属
8
0,436
(6,123)
一〇,047
(-4.975)
一〇
,169
(-5.485)
一〇
,009
(-2,637)
繊 維2 0,347(7,407)
一〇
,110
(-6.202)
一〇,035
(-2.611)
一〇.019
(-4.374)
金属製品
9
0,416
(7.839)
一〇
,135
(-8.975)
一〇,028
(-1.516)
一〇,030
(-6.347)
パルプ ・
紙3
0,629
(5,815)
一〇.059
(-4.866)
一〇
,018
(-1.229)
一〇
,016
(-11,520)
機 械10 0,314(7,246)
一〇、086
(-7.648)
一〇
,119
(-3.522)
一〇
.030
(-3,514)
化 学4 0,548(4.369)
一〇
,025
(-1.639)
一〇.423
(-3.434)
一〇,062
(-4.013)
電気機械
11
0,277
(6.247)
一〇
,046
(-6.535)
一〇
,254
(-7,351)
一〇,024
(-4,387)
石 油 ・石 0,038 一〇.006 一〇,900 0,001輸送用機 0,169 一〇.016 一〇,351 一〇,015
炭製品5 (0.124)(-0.792)(-10,409)(0.415)械12 (2.403)(-5.000)(-7,340)(-5.967)
窯 業6 0,402(9,038)
一〇,123
(-7.871)
一〇
,133
(-3.684)
一〇
,068
(-5.963)
精密機械
13
0,347
(7.345)
一〇,093
(-7.442)
一〇
,146
(-3.771)
一〇
.033
(-3.266)
鉄鋼業7 0,231(2.322)
0,027
(2.393)
一〇.167
(-4.770)
一〇,018
(-5.024)
(備考) 表2を 参 照せ よ。
物的資本ス トックは労働投入 と補完関係 にあ り,生産設備 を導入すると同時 にそれを動か
す労働力が追加される。一方,中 間投入には削減に働 く。次に研究開発ス トックに関 して見
ると,労働投入 ・中間投入に対 して削減効果を持つ。効果の大 きさの大小はあるが,技 術知
識が生産過程の効率化に働 いている。特 に,化学工業では労働投入 ・中間投入 ともに削減効
果が大 きく,研究開発の成果として得た技術知識を反映 し易い産業構造を持っているのでは
ないだろうか。表4で 表 される可変投入と準固定投入の弾力性 と,表2で 表される準固定投
入 とスピルオーバーを掛け合わせた値がスピルオーバーによる可変投入への間接効果 となる。
表5に は産業毎に推計されたスピルオーバーと可変投入の短期 ・長期弾力性を示 している。
まず,ス ピルオーバー と労働投入の弾力性について,短期(1列 目)・長期(2列 目)と もに
削減効果 を示 している。他産業が研究開発の成果として得た技術知識が,自 産業の技術向上
に貢献することが明らかになっている。何故なら,技術知識が労働投入削減 をもたらすこと
は表4の 労働投入 と研究開発ス トックの関係からも認められ,同 様の効果がスピルオーバー
に期待で きるからである。短期 と長期の値の差は小さく,産業 によってその大小は異なる。
次に,ス ピルオーバーと中間投入の弾力性 は短期(3列 目)・長期(4列 目)と もにほとん
どの産業で中間投入量は増加する。スピルオーバーの大 きい繊維 と窯業は削減効果 を得てい
るが,窯 業 に関 しては有意な値 と言えない。全産業で,ス ピルオーバーによる労働投入への
研究開発ス ピル オーバーと生産構造 45
表5 ス ピルオーバー と可変投入の弾力性
SR LRSπ L尺 sπ 乙尺 叙 ム刃
εz5 εム∫ ε〃5 ε〃5 εム∫ εム3 ε〃5 ε〃∫
一1.074食 品1
(-11.028)
一1.0520.390
(-11.474)(10.423)
0,379
(10.191)
非鉄金属
8
一〇.557
(-3.982)
一〇,555
(-4,351)
0,201
(3.792)
0,193
(3,617)
一〇,725繊 維2
(-6,278)
一〇
.705-0,462
(-5.996)(-4,126)
一〇
.479
(-4.242)
金属製品
9
一〇
.761
(-8.478)
一〇
,729
(-7.964)
0,113
(1.805)
0,093
(L469)
パ ル プ ・-0.340
紙3(-9.463)
一〇.3320.140
(-9.926)(8.975)
0,139
(8.897)機 械10
一〇.451
(-4.381)
一〇.442
(-4、368)
0.ユ81
(2.487)
0,160
(2,194)
一1.243化 学4
(-9.168)
一1.2650.507
(-11.891)(15.716)
0,492
(15,801)
電気機械
11
一〇
.686
(-7、195)
一〇
、657
(-9、249)
0,468
(12.793)
0,447
(12.140)
石 油 ・石 一2.522 一2.8761,197 1,198輸送用機 一〇.602 一〇.589 0,282 0,278
炭 製 品5(-8.559) (-10.000)(26.329)(26.397)械12 (-9.115)(-10.883)(23.742)(23.612)
一〇,950窯 業6
(-10.104)
一〇.947-0.033
(-9.908)(-0.316)
一〇.062
(-0.589)
精 密機械
13
一〇
,566
(-5.102)
一〇,585
(-5.048)
0,058
(0.776)
0,027
(0.358}
一〇.669鉄 鋼 業7
(-8.584)
一〇.6780,385
(-10.184)(20.681)
0,382
(20.781)
.
(備考)1) 値は各変数の平均値(1981年か ら1999年)で評価 した弾力性で ある。
2)括 弧内は推定パ ラメータの分散 共分 散 を考慮 したt値 である。
3)添 え字SRは 短期,LRは 長期 を示す。
効果 と比較すると,中間投入への効果は非常に限定 されている。1節 で示 したように,ス ピ
ルオーバーの効果には 「技術知識のスピルオーバー」 と 「財 に体化 されたス ピルオーバーの
効果」がある。中間投入は購入元の研究開発の成果 を含み,「財に体化されたスピルオーバー」
の仲介役 を果 たす。すなわち,「財 に体化されたスピルオーバー」の代表的な効果は中間投入
に対す る効果である。 しか し,本稿の分析対象 は 「技術知識のスピルオーバーの効果」であ
り,この効果は中間投入には現われにくいと推察される。さらに,産 業毎で利用され る中間
投入の種類は異なるため,他 産業で得られた技術知識が中間投入 に作用するとは考えにくい。
第3の 効果は,ス ピルオーバーが可変費用へ与える効果である。これはスピルオーバーに
よる準固定投入への効果 と可変投入への効果の帰結である。短期 ・長期弾力性は次の式か ら
求められ,可 変投入の場合 と同様に直接効果 と間接効果で構成されている。
・96・ZG十・書1、.又
・副 器・磯 ・讐 胤 .ゼ・㏄・署・踊,
(10-1)
(10-2)
表6は スピルオーバーと可変費用の産業別短期 ・長期弾力性を示す。
費用削減効果が見 られる産業は,繊維 ・窯業 ・金属製品 ・精密機械 といったスピルオーバ
ーの規模が大 きい産業である。研究開発ス トックに対す る効果 と同様 に,研 究開発が盛 ん
で,多 くの知的資産がある技術分野 に身を置 くことは,産 業の技術向上 を有利にすると考え
られる。可変費用への効果は短期 ・長期 ともに増加 と減少が混在 しているが,値 では長期が
若干低下する。この差 は,準 固定投入の調整 によって解消される生産構造の歪みと言えるだ
ヱ9)
ろ う。
46 第194巻 第4号
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?ー↑
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?↑?↑
?????????
?
?
?
?
?
????????
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?。
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?↑?ー?↑
?
?
?
?
?
『?
?
??????????
?????
5結 語
本稿では,費用関数のフレームワークからスピルオーバー と投入要素や費用の代替・補完関
係 を示すことで,研 究開発スピルオーバーが生産性上昇に影響する経路 を明らかにした。詳
細な分析 を行 うため,投 入要素の性質を考慮 し準固定投入を組み入れることで短期 ・'長期 を
想定 し,また関数形の選択にも注意を払っている。
日本の産業2桁 分類13製造業 をプール した1980年から2000年のデータを用いて,研 究開発
スピルオーバーによる効果 を生産構造か ら求めると,①研究開発ス トック拡大効果,② 労働
20)
投入削減効果 ・中間投入増加効果と③可変費用削減 ・増加効果が認められた。また,研究開
発が活発で,技 術知識が多 く蓄積 されている技術分野に関連する産業ほど,効果が際立って
いる。本稿の分析 は,既存研究で見られる研究開発スピルオーバーの生産性への効果を,生
産構造に注目し定量的に評価 している。
最後に今後の課題について触れる。本稿ではモデルの階差 をとることによって,あ る程度
産業固有の効果を考慮 したものの,各 産業で構造パ ラメータを推定 し,産業の特徴をより明
確に表 した分析が望 まれる。
注
本稿作成 にあたり,大 阪大学小川一夫教授 には懇切 なご指導 を頂 きました。 また,2004年度 日
本経済学会秋季大会での報告にて,慶 応義塾大学 中島隆信教授か ら頂いたコメン トは有益 で した。
さらに,大 阪大学伴金美教授,大 阪大学福重元嗣助教授,大 阪大学小原美紀助教授,大 阪大学万
軍民氏か らも貴重なコメン トを頂戴 しました。二人の匿名の レフ ェリーか らのコメン トも大 いに
参考にさせて項 きました。 ここに記 して深 く感謝申し上げます。 もちろん,残 りうる誤謬は全て
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筆者の責任です。
1)Griliches(1979)をは じめ として,絹 川(1999)や冨田(2005)でも述べ られ るように,「財に
体化 されたス ピルオーバーの効果」は研究開発による品質向上 が完全 には価格に反映 されないこ
とか ら生 じるため,ヘ ドニック価格の測定により品質向上 を考慮すれば解決 できる。
2)後藤(1993)やOdagiriandKinukawa(1997)のように,ス ピルオーバーの変数に1産 業の
研究開発ス トックを用い る場合 もある。
3)冨田(2005)はハイテク5産 業の企業データを使って,同 一技術クラスター と他の技術 クラス
ターか らのスピルオーバ ーの効果に,有 意な差はないことを示 している。 この結果か らも,産 業
を絞 らず広範囲に亘 る技術知識吸収の可能性 を検証す る余地がある。
4)研究開発投資の調整費用 とは,設 備投資同様 に,投 資財(研 究員や設備等)が 生産活動に有益
な技術知識を生み出すまでにかかる,言 わば据え付 けの費用である。
5)一般化 レオンチェフ型費用関数や トランスログ型費用関数では凹性制約 を課すと,関 数の伸縮
性が損なわれ る。従 って,こ の点でSGM費 用関数は有用である。
6)ス トックデータの初期時点の誤差 を多少 とも緩和するため,デ ータセッ トは1970年か ら作成す
る。なお,13製造業 とは,食 品,繊 維,パ ルプ ・紙,化 学,石 油 ・石炭製品,,窯業,鉄 鋼業,非
鉄金属,金 属製品,機 械,電 気機械,輸 送用機械 と精密機械である。
7)他の手法で陳腐化率を推計 した研究に中島 ・新保(1998)がある。1977年か ら1981年の 日本で
18,9%と,本稿 で使用 した値が各産業で10%前後であることと比べ,高 い値 を得ている。
8)本誌 レフェ リーの指摘 により,ス ピルオーバー変数の作成方法が他産業の研究開発ス トックの
総和か ら加重和 に変更された。 このことで,研 究開発スピルオーバーは妥当な変数 とな り,ま た,
分析対象が絞 られ ることで,効 果が捉 えやす くなった。
9)秘匿 として公表 されていないデータを欠損値 として除 くと推定が困難になるので,本 稿では線・
形補完す る。
10)『科技調』 と 『工業統計表1に ついて,本 稿では以下の理由か ら資本金1億 円以上でデータを
用 いる。第1に,『科技調』で標本期 間を通 じて得 られるデータは資本金1000万円以上の企業であ
るが,そ の90%強が資本金1億 円以上の ものである。第2に,『工業統計表企業編』・では1997年以
降企業の名寄せが従業員数20人以上 の事業所から4人 以上 に変更されている。その影響が資本金
1億円以上ではほとんど見 られない。
11)1980年から2000年の間にバプル経済の発生 と崩壊があり,構 造変化のテス トか らもその存在が
支持 され る。 しか し,安 定 した推定値 を得 るため,標 本数の確保 は必要であるので,オ イル ショ
ック後の1980年か らを推定期間 とする。またこの期間であれば,操 作変数 も1975年か らのデータ
とな り,第1次 オイルシ ョックの影響 を受けない。
12)Im,PesaranandShinテス トでパネル単位根検定を行 うと,レベルでは労働投入価格,物 的資
本の レンタル価格,物 的資本ス トック,研 究開発ス トック,ス ピルオーバーで単位根の存在が疑
われた。一方,1次 の階差ではスピルオーバーに単位根の疑 いがあるが,レ ベル と比較すると大
きく改善す る。そこで,本 稿では1次 の階差 をとることで,変 数の定常性は確保 されると考える。
なお,各 産業の個別効果はパラメータ推定後,別 途推計 している。
13)Gagn6andOuellette(1998)はηLKK,opMκκ,opLRπ,n〃RRをそれぞれ2乗 で置 き換 え,SGM
関数に凸性制約 を課 しているが,パ ラメータの有意性が低下するため,採 用 しない。
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14)本稿では将来の期待変数を含む合理的期待形成モデル(ForwardLookingモデル)の解法を用
いていない。PindyckandRotemberg(1983)でも,シ ミュレーションで将来の期待変数に実現
値 を代入 しており,「もし要素価格や実質利子率の確率的要素が小 さければ,結果は実現値 に近似
し,仮 にこれらの確率的要素が大 きくとも,解 釈の助けにはなる」 と述べている。
15)今,オイラー方程式をF=(FK,FR)'と表す。陰関数定理 を応用す ると,ス ピル オーバーに関
する準固定投入の偏微分は,∂X*/∂S=一(∂F/∂X*)-1(∂F/∂S)から求めることがで きる。ここ
で(∂F/∂X*)-1は∂F/∂X*の逆行列 を表す。
16)物的資本ス トックへのスピルオーバーの効果(1列 目)は,全 産業でわずかに拡大効果が見 ら
れるが,い ずれも有意ではない。従 って,本 稿の結果から効果を言及することは避 ける。
17)本稿ではスピルオーバーの規模 を産業特性 と捉えているが,絹 川(1999)ではス ピルオーバー
の規模が著 しく大 きい2つ の産業 を除いた場合の推定 も示 している。
18)研究開発集約度は売上高で除す ることが一般的であるが,本 稿のデータには売上高がないため'
生産額で除 している。
19)長期 において,ス ピルオーバーの総費用への効果 と可変費用への効果は,全 産業で総費用への
効果が若干小さ くなるが,ほ とんど違いなく,符 号 も一致 している。
20)頑健性を見るため,可 変費用関数に一般化 レオンチェフ型費用関数を用いて同様の推計 を行 っ
た。 この場合 も①②の効果が確認でき,③ については増加効果のみが認められる。計測結果は筆
者から利用可能である。
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